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議案第２９号 

 

 

   五所川原市就学援助規則を廃止する規則の制定について 

 

 

 五所川原市就学援助規則を廃止する規則を次のとおり定める。 

 

 

 平成２９年６月２３日提出 

 

五所川原市教育委員会教育長  長 尾 孝 紀 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

本規則は、法律、条例に基づくものではなく、要綱で足りる内容であるため規則を廃止

するものである。 



 

- 2 - 

 

   五所川原市就学援助規則を廃止する規則（案） 

 五所川原市就学援助規則（平成１７年五所川原市教育委員会規則第３６号）は、廃止す

る。 

附 則 

 この規則は、平成２９年７月１日から施行する。 
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○五所川原市就学援助規則 

平成17年３月28日五所川原市教育委員会規則第36号 

改正 

平成19年12月25日五所川原市教育委員会規則第４号 

平成26年３月20日五所川原市教育委員会規則第３号 

五所川原市就学援助規則 

（目的） 

第１条 この規則は、学校教育法（昭和22年法律第26号）第19条の規定に基づき、児童生徒（学校

教育法第18条に規定する「学齢児童」及び「学齢生徒」をいう。以下同じ。）のうち、経済的理

由によって、就学困難な児童生徒に対し、必要な援助を与え、義務教育の円滑な実施を図ること

を目的とする。 

（支給対象者） 

第２条 この規則により、教育委員会が就学援助をする者は、市立の小学校及び中学校（以下「市

立学校」という。）に在学する児童生徒の保護者及び市立以外の小学校及び中学校（以下「市立

外学校」という。）に在学する児童生徒であって、市に住所を有するものの保護者で、次の各号

のいずれかに該当する者とする。 

(１) 生活保護法（昭和25年法律第144号）第６条第２項に規定する要保護者 

(２) 生活保護法第６条第２項に規定する要保護者に準ずる程度に困窮している者 

（援助の方法） 

第３条 就学援助は、金銭支給又は現物支給によって行うものとする。 

（援助の範囲） 

第４条 市立学校に在学する児童生徒であって、市に住所を有するものの保護者については、学用

品費、学校給食費及び修学旅行費の範囲内で、その一部又は全部を支給する。 

２ 市立学校に在学する児童生徒であって、市に住所を有しないものの保護者については、学校給

食費の一部又は全部を支給する。 

３ 市立外学校に在学する児童生徒であって、市に住所を有するものの保護者については、学用品

費及び修学旅行費の一部又は全部を支給する。 

４ 前３項の規定にかかわらず、要保護者については、生活保護法第13条の規定による教育扶助で

支給されている事項は除くものとする。 

（申請） 

第５条 就学援助を必要とする保護者は、校長を経由して教育委員会に申請しなければならない。 

（認定） 

第６条 教育委員会は、前条の申請をした者について、校長の意見その他を考慮して認定するもの

とする。 

２ 教育委員会は、前項の認定をしたときは、校長を経由して保護者に通知しなければならない。 

（援助費の支給） 

第７条 援助費は、児童生徒の在学する学校の校長を経て支給することができる。 

（援助の廃止） 

第８条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当する場合は、援助を廃止することができる。 

(１) 保護者が援助を必要としなくなったとき。 

(２) 保護者が虚偽の申請をし、援助費の支給を受けたとき。 

(３) 前２号のほか保護者の責に帰す事由によるとき。 

２ 教育委員会は、前項の廃止をしたときは、校長を経由して保護者に通知しなければならない。 

（援助費の返還） 

第９条 前条第１項の規定により、援助を廃止された保護者で、既に支給を受けた援助費がある者

にあっては、援助の廃止となった月以降に支給された援助費（前条第１項第２号に該当する場合

にあっては既に支給を受けた援助費の全額）を返還しなければならない。ただし、教育委員会に

おいて返還を要しないと認めた者についてはこの限りでない。 

（補則） 
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第10条 この規則に定めるもののほか、就学援助について必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年12月25日五所川原市教委規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成26年３月20日五所川原市教委規則第３号） 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 
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議案第３０号 

 

 

   五所川原市就学援助実施要綱の制定について 

 

 

 五所川原市就学援助実施要綱を次のとおり定める。 

 

 

 平成２９年６月２３日提出 

 

五所川原市教育委員会教育長  長 尾 孝 紀 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

五所川原市就学援助規則を廃止するため、本規則廃止後も同等の援助を受けることがで

きるよう要綱を制定するものである。 
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五所川原市就学援助実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、教育基本法（平成１８年法律第１２０号）第４条の趣旨にのっとり

教育の機会均等を図り、かつ、義務教育の円滑な実施に資するため、学校教育法（昭和

２２年法律第２６号）第１９条の規定に基づき、経済的理由により就学が困難である児

童等（学校教育法第１８条に規定する「学齢児童」及び「学齢生徒」をいう。以下同じ。）

の保護者等（児童等に対し親権を行う者（親権を行う者のないときは、未成年後見人）

又は保護者に代わって児童等を養育している者をいう。以下同じ。）に対して行う援助

（以下「就学援助」という。）について、必要な事項を定めるものとする。 

（就学援助の対象者） 

第２条 就学援助の対象となる者（以下「対象者」という。）は、生活保護法（昭和２５

年法律第１４４号）第６条第２項に規定する要保護者及び生活保護法第６条第２項に規

定する要保護者に準ずる程度に困窮している者（以下「準要保護者」という。）であっ

て、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

（１）五所川原市立の小学校及び中学校に就学する児童等の保護者等で、五所川原市内に

住所を有するもの 

（２）五所川原市外の小学校及び中学校に就学する児童等の保護者等で、市に住所を有す

るもの 

（３）五所川原市立の小学校及び中学校に就学する児童等の保護者等で、五所川原市外に

住所を有するもの 

（４）その他五所川原市教育委員会教育長（以下「教育長」という。）が必要と認めるも 

  の 

（就学援助の申請） 

第３条 就学援助を受けようとする対象者（以下「申請者」という。）は、申請書兼世帯

票（以下「申請書」という。）に必要事項を記載の上、児童等の就学する学校長を経由

して教育長に申請しなければならない。 

（就学援助の認定） 

第４条 教育長は、前条の規定による申請があった場合、申請者が次の各号のいずれかに 

該当するときは、就学援助を行う必要がある者として認定する。 

（１）生活保護法第２６条の規定に基づく保護の停止又は廃止がなされた場合 

（２）個人の道府県民税及び市町村民税が非課税である場合 

（３）教育長が就学援助を行う必要があると認める場合（申請者が、震災、風水害、火災

その他これらに類する災害により住宅、家財若しくはその他の財産について著しい損

害を受けたと市長が認めたとき等） 

２ 教育長は、就学援助の認定にあたり必要があると認める場合においては、申請者に対

し申請書以外の書類の提出を求めることができる。 

（認定日） 

第５条 就学援助の認定日は、毎月１５日までに到達したものについては当該月の１日を

認定日とし、１５日以降に到達したものについては、翌月１日を認定日とする。 
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２ 前項の規定にかかわらず、前条第１号に基づく認定は生活保護の停止又は廃止がなさ

れた日を認定日とする。 

（認定の通知） 

第６条 教育長は、前２条の規定により認定の可否を決定したときは、その結果を、学校

長を経て申請者に通知するものとする。 

（就学援助費の費目、支給額、支給日等） 

第７条 就学援助の費目、支給額、支給日等は、別表第１のとおりとする。 

２ 対象者に対して支給する就学援助の区分は、別表第２のとおりとする。 

（就学援助費の支給方法） 

第８条 教育長は、第４条の規定により就学援助の認定を受けた対象者（以下「被認定者」

という。）の指定した預金口座に、口座振替により就学援助費を支払うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育長は、被認定者から就学援助費の受領について委任を 

受けた学校長に対し、就学援助費を支払うことができる。 

３ 教育長は、学校給食費を支払う場合においては、被認定者が、五所川原市教育委員会

（以下「教育委員会」という。）に支払うべき学校給食費に充当する。 

（認定の取消し） 

第９条 教育長は、次の各号のいずれかに該当したときは、就学援助の認定を取消し、又

は就学援助費の全部又は一部を支給しないことができる。 

（１）被認定者が、第４条第１項に規定する要件に該当しなくなったとき。 

（２）児童等の就学期間が満了したとき。 

（３）被認定者が、就学援助費の受給を辞退したとき。 

（４）児童等が死亡したとき。 

（５）被認定者及び被認定者が親権を行う児童等が、五所川原市外へ転出したとき。 

（６）被認定者が、不正の手段により就学援助費を受給したとき。 

（７）その他教育長が就学援助費の支給を停止する必要があると認めたとき。 

（就学援助の返還） 

第１０条 前条の規定により、就学援助の認定を取消しされた被認定者で、既に支給を受

けた就学援助費があるものにあっては、援助の廃止となった月以降に支給された援助費

（前条第７号に該当する場合にあっては既に支給を受けた援助費の全額）を返還しなけ

ればならない。ただし、教育長が返還を要しないと認めた者についてはこの限りでない。 

（報告） 

第１１条 被認定者は、第３条の規定による申請の内容に変更が生じたときは、停滞なく 

その旨を教育長に報告するものとする。 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、就学援助に関して必要な事項は、教育委員会が

別に定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年７月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この要綱の施行の日の前日までに、五所川原市就学援助規則（平成１７年五所川原市

教育委員会規則第３６号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この要綱

の相当規定によりなされたものとみなす。 
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別表第１（第７条関係） 

費目 支給対象経費 支給額 支給日 
支給の対象と 

なる児童等 

学校給食費 児童等が食した学校給

食の実費 

学校給食費と

して納入する

額 

 

随時 給食費発生時に、現に

準要保護者が親権を

行う児童等である者 

修学旅行費 交通費及び宿泊費（弁当

代含む。） 

見学料（見学に伴うしお

り代及びガイド料含

む。） 

記念写真代 

医薬品代 

保険料 

添乗員経費 

荷物輸送料 

しおり代 

通信費 

旅行取扱料金（企画料金

を含む。） 

（注）スナップ写真、お

やつ代及びグループ行

動に要する経費は除く。

選択コースに差額が生

じた場合の経費は除く。 

また、自己都合により参

加取消しをしてキャン

セル料が発生した場合

は自己負担とする。 

 

各学校の旅行

費用明細に基

づく１人当た

りの平均額

（小計欄の１

人当たり平均

額） 

概算払い 

実施日２

週間位前に

９割 

 

精算払い 

 実施報告

後１か月以

内に残額 

実施日現在において、

現に要保護者又は準

要保護者が親権を行

う児童等であり、修学

旅行に参加した者 

学用品費 各教科及び特別活動の

学習に必要とされる学

用品費を購入する費用 

(1)小学校 

３，８１０円 

(2)中学校 

７，４４０円 

 

※年度途中で

の認定あるい

は解除につい

ては、月割支

給する。 

 

当該年度末 

 

※途中解除

者について

は随時 

準要保護者が親権を

行う児童等。ただし、

特別支援教育就学奨

励費補助金の支給を

受けた後、準要保護児

童等に認定された場

合や、他市町村から区

域外就学をしている

場合は対象外とする。 
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医療費 学校保健安全法施行令

（昭和３３年６月１０

日政令第１７４号）第８

条に定める疾病にかか

る治療のうち健康保険

等の保険診療の対象と

なるもの 

 

 

 

左記の治療費

のうち健康保

険等の被保険

者として保険

給付を受ける

ことができる

額を控除した

額 

随時 治療日現在において

準要保護児童等であ

る者。ただし、五所川

原市ひとり親家庭等

医療費給付条例（平成

１７年３月２８日五

所川原市条例第１０

９号）第３条に規定す

る給付対象者、及び他

の医療費給付対象者

を除く。 
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別表第２（第７条関係） 

対象者の区分 支給する就学援助 

要保護者 修学旅行費 

 

 

準要保護者のうち第２条第１号に該当する者 

学校給食費 

修学旅行費 

学用品費 

医療費 

 

準要保護者のうち第２条第２号に該当する者 
修学旅行費 

学用品費 

 

準要保護者のうち第２条第３号に該当する者 学校給食費 

医療費 
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議案第３１号 

 

 

   五所川原市教育支援委員会専門員の追加決定について 

 

 

 次の者を五所川原市教育支援委員会専門員として追加決定したいので、教育委員会の同

意を求める。 

 

 

 平成２９年６月２３日提出 

 

五所川原市教育委員会教育長  長 尾 孝 紀 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 五所川原市教育支援委員会運営規則第３条第２項の規定により、五所川原市教育支援委

員会専門員の追加決定について同意を求めるため提案するものである。 
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○五所川原市教育支援委員会運営規則 

平成28年3月22日五所川原市教育委員会規則第2号 

五所川原市教育支援委員会運営規則 

五所川原市就学指導委員会の設置等に関する規則（平成２０年五所川原市教育委員会規則第１号）

の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、五所川原市附属機関に関する条例（平成１７年五所川原市条例第２４号。以下

「条例」という。）の規定に基づき設置される五所川原市教育支援委員会（以下「教育支援委員会」

という。）の運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 教育支援委員会は、教育委員会の求めに応じて、次に掲げる者について、適切な就学及び一

貫した支援が行えるよう教育委員会に意見を申し述べるものとする。 

（１） 市が設置する小学校に入学する者及び市が設置する小学校若しくは中学校に転学し、又は在

学する者のうち、障害があり、教育支援が必要と認められるものとして教育長に申出があったも

の 

（２） 前号に掲げる者のほか、教育長が必要と認めるもの 

（専門員） 

第３条 教育支援委員会の審議のため、調査、検査、資料の収集等に当たるための教育支援委員会専

門員（以下「専門員」という。）を置く。 

２ 専門員は、非常勤の特別職とし、教育委員会が委嘱する。 

３ 教育支援委員会の委員は、専門員を兼ねることができる。 

（意見聴取） 

第４条 教育支援委員会は、必要があると認めるときは、専門員、学校の校長又は教諭その他の関係

者の意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第５条 教育支援委員会の庶務は、教育委員会事務局指導課において処理する。 

（委任） 

第６条 この規則に定めるもののほか、教育支援委員会に関し必要な事項は、教育長が別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

（五所川原市教育委員会事務局組織及び運営規則の一部改正） 

２ 五所川原市教育委員会事務局組織及び運営規則（平成１７年五所川原市教育委員会規則第４号）

第２条の表指導課の項第１１号中「就学指導委員会」を「教育支援委員会」に改める。 

 

参考資料（議案第３１号） 


